
水道事業の現在位置

水道第三世代から次世代水道へ

熊谷和哉

厚生労働省水道課

水道の誕生から現在まで水道の誕生から現在まで

水資源開発と用水供給事業との三層構造
（国・水資源開発公団＋都道府県用水供給＋市町村末端供給）

第四世代の水道
（省人力型・施設共用型・再整理単純型）

近代水道の誕生
市町村（末端供給事業）完結型

人口増加・都市化・大都市圏の形成

少子高齢化から長期人口減少社会

上水・水道の誕生

開国・外来水系伝染病の頻発

城下町の誕生

近代水道第三世代（水道第四世代）近代水道第三世代（水道第四世代）
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１９７０年 給水普及率８０％突破
２００５年 汚水処理普及率８０％突破



水道の各世代と成立条件水道の各世代と成立条件
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水道第一世代
樋管水道
安⼟桃⼭〜江⼾時代

自然流下・無圧力
導水＝開水路
送配水＝道路下の暗渠
無処理＝良好水源の移送

都市と市街の成立（城下町の形
成）
平城、低地（＝河川下流部／沿岸
部）での市街化

水道第二世代
＝近代水道第一世代

末端給水完結型水道
（有圧、消毒・浄水処
理）

港湾都市・大都市の外来水系伝説
病対策

水道第三世代 水源開発・用水供給事
業・末端給水

人口増加・都市化の進展に伴う、
水源開発・⻑距離導水による水道
事業の三層構造化

水道第四世代 上流水源の優先利用（水
源の取捨選択）
送配水分離型水道
省人力型水道

⻑期人口減少に対応した水道施設
の再構成

水道事業の基本理念、その変遷水道事業の基本理念、その変遷
明治期 衛生、悪疫の流行の予防 水道布設の目的は衛生上なかんずく悪疫の流行の予防（明治23年水道条例）

戦後 清浄、豊富、低廉 清浄にして豊富、低廉な水の供給（昭和３２年水道法）

⾼度成⻑期後 ナショナルミニマム、水
道広域圏

【水道の未来像】（昭和４８年審議会答申）
・ナショナルミニマム（均衡のとれた負担と同質のサービス）
・水道広域圏の実現

昭和末期 ライフライン、
安心、
おいしい水、
料金格差

【高普及時代を迎えた水道行政】（昭和５９年審議会答申）
・ライフラインの確保（生活用水確保唯一の手段）
・安心して飲用できる水の供給
・おいしい水の供給
・料金格差の是正

平成初期 国⺠皆水道、
安定、
安全

【水道の質的向上：高水準の水道の構築】（平成２年審議会答申）
・国⺠皆水道（普及率向上）
・安定性の高い水道（レベルアップで高いサービス、強くて地震、渇水に負けない）
・安全な水道（信頼できる安全でおいしい、ゆとりのある安定）

平成１０年代 シビルミニマム、
新たな広域化、
第三者委託、
パートナーシップ

【二一世紀における水道】（平成１２年審議会とりまとめ）
・ナショナルミニマムからシビルミニマムへ（地域住⺠の決定）
・経営形態の多様化（広域化・管理の一体化、第三者の活用による基盤強化）
・需用者・関係者とのパートナーシップ

平成１６年 安心、安定、持続
／環境、国際

【水道ビジョン】・安心、快適な給水の確保
・災害対策等の充実、
・水道の運営基盤強化、技術継承、需用者ニーズ対応
・環境、エネルギー対策の強化
・国際協力等に通じた水道分野の国際貢献

平成２４年 安全・強靭・持続
／連携と挑戦

【新水道ビジョン】地域とともに、信頼を未来につなぐ日本の水道

平成３０年 基盤強化 【改正水道法】都道府県主導による地域対応と基盤強化

下水道 下水道から循環のみちへ （H17下水道ビジョン）水のみち、資源のみち、施設再生による循環のみちへ
（H26新下水道ビジョン）循環のみち下水道の進化と持続

人口推計（２０１５～２１１５）

２０１０年（人口最大）より
５％減 ２０２７年（１０年後）

１０％減 ２０３５年（２０年後）
２０％減 ２０５０年（３５年後）
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立脚点（Standig Point）

注視点（Focus Ponint）

『視点』とは『視点』とは
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『何を見る』より『どこから見る』

カメラ位置
一端そこから降りてみる！



事業環境
都市の状況・水資源

事業環境
都市の状況・水資源

水道施設配置
（水道計画・水道経営・事業運営）

事業環境に変化がなければ、何も変える必要はない。
地道な改善の努力（PDCAの世界）

変化の時代というなら・・・

順応・適応！
ＰＤＣＡの限界ＰＤＣＡの限界
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固定目標
状況確定

改善！日々の努力！
（ＰＤＣＡ）

陽動戦
局面変化

観察！よく見る！
ＯＯＤＡ

（Ｏｂｓｅｒｖｅ-Ｏｒｉｅｎｔ-Decide-Act）
観察・方向付け・決断・行動

局面変化・構造変化にさらされれば
ただの後追い対応！

『出発地点』が全て
•現状認識さえ間違わなければ、誰が何をやって
も結果は同じ
• 多少の巧拙なんて問題ではない！

•善悪と巧拙どっちが優先？
• 善悪を問わず巧拙を問題にするのが今の病根
• 量より質？容量より効率性？
• 今、最大の課題は何？

•状況認識と状況判断が全て

戦略と作戦・戦術戦略と作戦・戦術
• 「やるべきこと・やりたいこと」と「やれること」

• 戦略は戦闘行為とは無縁！

• 戦略は戦術の優劣に関係なく勝てる状況を作ること！！

• 最高の戦略は戦わずして勝つこと！！！

級 時間単位 距離単位 単位人数 補完要素

戦術 tactics 秒〜時間 ｍ〜数百ｍ 〜数百人 携帯武装・
弾込め

作戦 operation 日〜週 ｋｍ〜数⼗ｍ 〜千人 補給

戦略 strategy 月 〜数１００ｋ
ｍ

〜万人 補給・運
搬・生産

『プロは兵站（ロジスティックス）を語り、
素人は戦略を語る』



イギリス３C・ドイツ３B政策（戦略） 海軍力と陸軍力

直接的アプローチ：陸軍的 間接的アプローチ（無力化・無意義
化）：海軍的

データのインフォメーション化データのインフォメーション化
数値統計情報（データ）はデータ。
データは有益情報（インフォメーション）化してはじめて！
それに人と時間をかける。基本認識が全て。
インフォメーションを間違えなければ間違うことはない

アイディアマンなんていない！必要ない！
立脚点を変えられる・見る位置を変えられる・断面を見れる第一段階
アイディアマンがいるとすれば、持っているインフォメーションが違う

『十年一昔（ひとむかし）』
本当にそれって実践してます？

情報の古さ＋成功体験＋変化のない２０年
＝時代遅れの固定概念

情報とは？情報とは？
•データとインフォメーション
•数値情報の有益情報化
•有益情報化には気づきが全て

構造を知る構造を知る
• 構造と力学
• 時間特性／時間単位

中にいてわかるか！
視点の意味：注視点と立脚点



今後の水道事業を考える当面のポイント今後の水道事業を考える当面のポイント
•⻑期人口減少社会という人口構造の変化は、需
要側だけでなく供給側（担い手側）にも大きな
影響がある。
•今後の施設整備は、完成した直後から余剰を運
命づけられている。推計値の上ぶれは危険側。
運用管理でどこまで無理ができるかで設計容量
を削り取れる。
•統合型・分散型いずれの設計思想も論理的には
ありうるが、担い手側の体制を含めた検討が必
要。

数値統計・データはある！
有益情報化・インフォメーション化の努力を！！

第四世代の水道第四世代の水道
• 基本思想の変化

• 競争から協働へ
• 事業から行政サービスとしての事業形式へ
• 地域内の水道事業体制の有り様へ

• 足し算から整理・統廃合へ
• 用水供給事業の意味

• 末端補完事業から「地域共有資産」へ
• 水源・水量不足から水源の取捨選択・浄水管理全般へ

• 現行施設と将来対応施設の二重化・二重管理
• プロジェクト管理からプログラム管理へ

• 「整備〜運転〜補修・改修〜更新」
• こうならないことを理解できるか。
• 最適化が無力化することが理解できるか。（最適化するその状況自体がない。絶えず動く。）
• 施設寿命・使用期間の社会変化を理解して、それに対応する措置を準備する。

• 運転管理主導の施設プログラム管理
• アセットマネジメントの第二段階

• 現行施設前提の資産管理から次世代施設への移行・構築へ
• 現行施設から考えない。将来のために使える現行施設は何か？
• 単なる施設容量の減量化ではない。将来需要の理想型を施設配置から考え直す。
• 結局、水道計画の本論に戻る！
• 現行と将来がつながるか・・・移行期の有り様を描けるか？プログラム管理！

• 撤退戦の難しさを認識する！
• 現行施設が現行を支えるだけの意味でも理想型か？
• 現在技術の反映〜施設の高度化とともに将来需要にどう対応するか？
• 余剰容量を単なる余剰とせず、コスト関係も含めた使いこなせる余剰とすること。

水道施設等固定資産
２７兆６千億円

（減価償却累計額２１兆６千億円）

水道事業（全国）の財政構造概況（２０１７）

水道事業

収入計 ２兆８４００億円
料金収入等

２兆３０００億円
補填繰入 ３１００億円
その他 ２２００億円

運営管理費１兆２６００億円

支払利息 １５００億円

減価償却費 １兆０４００億円
収益的収支利益 ３５００億円

純資産（１５兆９千億円）
企業債等負債 ６兆９５００億円

（総資産３１兆円）

運転管理費（外部支出）
９５００億円

企業債等元利償還
５８００億円

（残高－１１００億円）

施設整備費
１兆１８００億円

企業債等 ３７００億円

国庫補助その他 ２６００億円

内人件費 ３１００億円

元本償還 ４２００億円

施設整備支出 ５６００億円

施設整備費の長期経緯

20

取水貯水 浄水 導送配水 その他 ４７年間合計
９．９％ １５．２％ ６５．４％ ９．５％ ４８．９兆円



水道事業の変わらぬ基本水道事業の変わらぬ基本

原単位原単位人口人口

○水１リットルは１ｋｇ、水輸送は管路輸送
○水道事業を左右するのは施設計画
○水道計画の基本は原単位と人口

○土木を基本とする水道技術 足の遅さと寿命の長さ
○社会変化の速さ 人口減少のスピード
○原資は水道料金だけ

需要量推計

浄水量の推移と将来浄水量の推移と将来
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世帯数推計世帯数推計
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世帯人別原単位（東京都）世帯人別原単位（東京都）
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水道事業の運転管理人員構成水道事業の運転管理人員構成
運転管理の職員体制

官民合計 官直営
職員数

民間
職員

（民間受託額）

水道事業 ４８６９８
（５１３６９）

４５０３８
（４７７０９）*)

（９３％）

３６６０
（４０１件）

３２２億円

下水道事業 ４２３０３ ２７３９６
（６５％）

１４９０７
（１１８９件）

１５０９億円

官）地方公営企業年鑑（平成２９年度）
水道事業：簡易水道事業を含む

*)水道統計：上水道・用供で臨時・嘱託含む
下水道事業：農業集落排水事業、市町村浄化槽を含む

民）日本水道運営管理協会１８社（２０１８）
下水道施設管理業協会１４４社（２０１８）

広域化の議論・その経緯は？
【第一世代：戦前】
• さいたま市水道（埼玉県南水道企業団）
• 神奈川県営水道
【第二世代：戦後】
• 東京都水道局
• 千葉県営水道
【第三世代：昭和の政策論】
• 各所の水道用水供給事業
• 八戸圏域水道企業団
• 佐賀東部水道企業団
【第四世代：平成以降の現在進行形】
• 岩手中部水道企業団
• 群馬東部水道企業団
• 津軽広域水道企業団
• 大阪広域水道企業団
• 沖縄県営水道
• 香川広域水道企業団
• 秩父広域市町村圏組合
• 北九州市
• かずさ水道広域連合企業団
• 田川広域水道企業団
• 宗像地区事務組合
• 淡路広域水道企業団

広域化の先導役

•都道府県単位を議論の基本とする。
• 善し悪しは別として他にない。

•都道府県をどの程度のエリアに分けるかは、そ
の都道府県の次第。
• 水源と流域
• 生活圏と住⺠感情
• 市町村配置

•具体の先導役はどこか？



現況把握（人口規模，用供既存度）

○北海道と沖縄（と東京）は特殊事情
○兵庫、福岡、千葉、埼玉、愛知、大阪、神奈川も個別対応で⼗分
このレベルの人口があれば、事業環境がどうあろうとまとまればどうにかなる。⼗分で恵ま
れていることをどう自覚させるかが課題。
○全県域で３００万人以下をどのように考えるか。

現況把握（用供既存度，最大都市人口シェア（集中度？））

東京と沖縄の特殊性
香川の位置
どことどこが類似特性を持つのか

北海道
⻘森県

岩手県
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山形県
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議論の先導役（用供依存度と最大事業者職員比率）

用供依存度

最大事業者比率

用供主導

末端大規模事業主導

白抜き：県営用供なし
水色：複数用供で県営用供有り
⻘色：県営用供のみ

香川県内水道施設の統廃合香川県内水道施設の統廃合

浄水場７１→３８の集約化の計画
・どうやって減らすか？
・浄水場計画と管路計画の一体化



香川用水の概要香川用水の概要
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埼玉県水道ビジョン（埼玉県三澤プレゼンテーション資料抜粋）埼玉県水道ビジョン（埼玉県三澤プレゼンテーション資料抜粋）

秩父

核となる事業体を中心に近隣事業体との統合を進めるブロック 1,3,4,5,7,9,11

用水供給事業を軸としてモデル的に統合を進めるブロック 2,6,10

大規模事業体として埼玉県の水道事業を先導するブロック 8

地理的条件、社会的条件から一体性の強い秩父郡市 秩父

ブロック別検討部会

北海道水道ビジョン北海道水道ビジョン
• 目標

• 施設面における「統合と分散」

• 運営面における「様々な形態の広域化」

• 取り組みの基本

• 地域水道ビジョンの策定

• 現状課題の把握（アセットマネジメント等）

• 課題解決に向けた計画の策定（更新・耐震化計画等）

• 地域別会議

• 道央（札幌）

• 道南（函館）

• 道北（旭川）

• オホーツク（北見）

• 十勝（帯広）

• 釧路・根室（釧路）

大阪広域

○平成２３年４月
大阪府水道部から大阪広域水道企業団へ

○平成２９年４月
末端３事業（四條畷市、太子町、千早赤阪村）を統合
○平成３１年４月末端６事業を統合（泉南市・阪南
市・豊能町・忠岡町・田尻町・岬町）
○令和３年４月
末端４事業（藤井寺市、大阪狭山市、河南町、熊取
町）を統合
○令和６年４月
末端１事業（能勢町）を統合



北大東村

南大東村

用水供給事業

沖縄県営

沖縄県営用供

本島の水不足からスタートし
た事業。
本島と同様の条件で離島の取
水・浄水・送水の管理を行う
ことを決定。
補完でなく、用水供給事業に
よる水源・浄水の同一条件化
を担うことへ移行（英断！）。

沖縄県 神奈川県営水道の拡張推移神奈川県営水道の拡張推移

創設期（戦前）
戦後〜昭和２７年（企業庁発足）

昭和２７年〜昭和４９年
平成２７年現在

【概ね３０年後に向けた共通構
想】
①浄水場統廃合・上流取水優先化
②寒川事業の廃止・バックアップ
③浄水施設の一体管理
④浄水施設の再構築

神奈川県内水道事業検討委員会（平成２２年）神奈川県内水道事業検討委員会（平成２２年） 東京都水道の拡張経緯東京都水道の拡張経緯
２３区（旧東京市）
〜昭和４９年度（１９７５）
〜平成３年年度（１９９０）

平成４年度〜

昭和４６年（１９７１年）多摩地区水道事業の都営一元化基本計画策定



簡易水道の推移

事業数, 
8979

事業数, 
3561

（内、新規増加, 
532）

上水道統合, 
3527

簡水統合, 
2018

廃止その他, 405
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○廃止5996事業(-66%)

内、上水道統合 3527 (59%)
簡易水道統合2018 (34%)
廃止その他 405 ( 7%) 

○新規532事業

都道府県別簡易水道事業数の推移都道府県別簡易水道事業数の推移
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数字は平成２９年度末

簡易水道統合影響
（上水道３倍経費設定：１人月額・上昇額・率）

簡水統合影響
（上水道三倍設定）



今後の水道事業を考える上で

•事業単位から地域単位へ
• 地域で持つ水道施設・資産と今後持つべき施設・資産
• 経緯と現状をきちんと認識する
• 地域水道地図と地域水道史が基本情報・基本認識
• 都道府県のブロック割と共通言語

•今後の事業環境に対応する自己定義を再確認
•事業のあるべき姿で目標設定を
• 効率性や損得以外の共通価値を作る

４０年間の日本４０年間の日本

1872年 34806千人

2010年
128057千人

2115年 50555千人
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どこにいた人間の常識か？それは今通用するか？


